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空港周辺地域の経済活性化策＊

─関西を中心に─
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Ⅰ　はじめに

１　航空をめぐる環境変化─規制緩和（自由化）による競争激化─

（１）米国1978年航空規制緩和：国内航空の経済的規制の撤廃

　１．参入規制の撤廃

　2012年７月に会社管理空港であった関西国際空港と国管理空港であった大阪国際空港（伊丹）

の経営統合により，新関西国際空港会社が設立された。旧関西空港会社は，市場の失敗の発生

する危険性の高い土地造成を多額の借入金で行うといった一期スキームの失敗から経営が不安

定で，そのため政府から支給されてきた利子補給金が事業仕分けの対象となるなど，政治問題

化していた。それが需要基盤の盤石な大阪国際空港と経営統合されたことにより，関西地域の

活性化に空港をいかに活用するかという冷静で客観的な議論のできる環境が整ったといえるだ

ろう。

　本稿は，空港が関西地域の経済活性化に果たす役割を論じるものである。新関西国際空港会

社の経営戦略の詳細（経営計画）については今後発表されることになるが，同一都市圏の複数

空港の経営が地域経済に与える影響に関する試論として，現状の市場環境を踏まえた上で，諸

外国の事例を紹介しながら議論したい。

　まず現在に至る航空・空港をめぐる環境変化の出発点として，米国の1978年航空規制緩和法

（ADA）による経済的規制の撤廃がある。航空産業に対する経済的規制は，主に参入規制と価

格規制（運賃規制）から構成される。参入規制の撤廃により，従来の直行便に代わってハブ・

アンド・スポーク（Hub & Spoke）型路線ネットワークが開発された。これは，典型的なネ

ットワーク産業である航空産業において，ネットワークの拡大により市場シェアと需要拡大を

目指すためには乗り入れ都市を拡充する必要があるが，直行便システムに比べてハブ・システ

ムの方が効率的に都市間ペアを拡大できるからである。

　というのも，全国の都市数n個（nは任意の正の整数）すべてを直行便で相互に結ぶとなると，

路線数は｛n×（n－1）／２｝も必要なのに対し，拠点空港（ハブ空港）を一つ選びそこから残り

の都市全てに支線（スポーク）を展開すれば，ハブ空港での乗り換えさえ厭わなければ路線数

は（n－1）で済むからである。旅客にとっては直行便に比べて不便な乗り換え便も，運賃規

制の撤廃によって乗り換え便の運賃を安くすることで旅客を移転させることが可能になった。

その上，規制時代の事業分野規制により一般的であった最終目的地までの他社便乗り継ぎに対

し，むしろ自社便乗り継ぎ（online-connection）の比率が増えて，頻度の増加と乗り遅れや手
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荷物紛失の危険が減る，また便数増というメリットが旅客に支持されたことで大手企業は競っ

てハブ・システムを採用したのである。

　次いで，従来幹線企業とローカル・サービス企業に限定されてきた州際定期航空事業に多く

の新規参入がみられた。その典型例が，新しいエアライン・ビジネスモデルを開発したLCC（Low 

Cost Carrier：格安航空企業）の登場である。これは，短距離反復輸送・セカンダリー空港の

活用・ノーフリルサービス（no-frill service）・座席密度の増大・従業員のマルチタスクによっ

て，機材と乗員の生産性極大化を図り，低運賃によって新規需要を開発するものである。

２．運賃規制の撤廃

　他方，運賃規制撤廃後に航空企業が採用した価格戦略は，割引運賃の多用であった。規制時

代に比べて，割引料金利用客数比率と平均割引率が大幅に上昇したのである。つまり，時と場

合によって変化する旅客の需要の価格弾力性に応じて，同じフライトであっても予約状況に応

じて割引率・適用条件と適用座席数を巧みに操作する複雑な運賃体系が編み出され，フライト全

体の運航費が回収可能な収入を確保するためにイールド・マネジメント（yield management：

収益単価管理）が徹底されたのである。

　同時に，新しいマーケティング手法が開発された。常顧客のブランド・ロイヤルティを確保

するためのFFP（Frequent Flyer Program：マイレージ），マーケティング情報の蓄積により

イールド・マネジメントに威力を発揮するCRS（Computerized Reservation System：複数社

とネットワーク化したコンピュータ予約システム），他社の経営資源の活用でネットワークを

拡大するコードシェア等である。これに併せて，旅客収入最適化システム（全日空のPROS）・

顧客消費購買行動分析のためのシミュレーション（同PBS）や最適機材配置モデル（同FAM）

を活用した航空経営工学が発達した。

　以上のように，経済的規制の撤廃により，航空企業の経営手法は規制緩和前後で大きく変化

を遂げた。

３．経済的規制の撤廃と安全規制の切り離し・強化

　ただここで注意しなければならないのは，規制当局のCAB（民間航空委員会）の廃止に見

られるように，経済的規制は完全に撤廃されたのに対し，安全規制は継続されたことである。

安全規制機関であるFAA（Federal Aviation Administration：連邦航空局）と，事故調査を

行う独立組織であるNTSB（National Transportation Safety Board：国家運輸安全委員会）は

存続され，その機能や権限が低下されることはなかったのである。

　それは，経済的規制（量的規制）と安全規制（質的規制）は切り離すことが可能であり，ま

た安全性は競争的市場環境の中では重要なサービス品質の一つであって，経済的規制撤廃後は

旅客の航空企業選択の際に重視される要因となるからである。

　また，業法（航空法）による直接規制については廃止されたものの，反トラスト法（独占禁

止法）による間接規制は他産業と同様に適用されることも指摘しておかねばならない。予め参
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入規制と価格規制によって運航企業を直接規制するのではなく，競争上問題が生じると事後的

に市場に介入するわけである。

（２）国際航空の自由化

１．米国のモデル・オープンスカイ

　国内航空の規制緩和とほぼ時を同じくして，米国は国際航空の自由化も進めた。それは国際

航空運賃のカルテル組織であるIATA（International Air Transport Association：国際航空運

送協会）に対する理由開示命令の発行と米国が締結していた二国間航空協定の改定によって行

われ，オープンスカイ政策（Open Skies Policy：航空市場開放政策）と呼ばれた。

　クリントン政権時代になって，国際航空の自由化（航空交渉）は相手国によってその内容を

異にするのではなくモデル・オープンスカイ政策（1995年）として統一的に進められることに

なったが，その主要点は以下にまとめられる。

　①運輸権の拡大：指定航空企業数・乗り入れ都市数の増加，第五の自由（以遠権）の拡大

　②輸送力自由化：便数と使用機材・機材変更（チェンジ・オブ・ゲージ）の自由化

　③運賃の自由化：伝統的な双方承認主義に代わる双方不承認主義の導入

２．EUの統一的航空政策

　一方，米国に次いで大きな航空市場を擁する欧州では，多国間協定による統合市場の自由化

という米国とは異なったアプローチで航空自由化を進めた。ヌーベル・フロンティエール訴訟

を契機としてEU（欧州連合）としての統一的航空政策を策定することとなり，それは1997年

のパッケージⅢの完了で完結した。自由化という点では，以下の点で米国のオープンスカイよ

り先進的なものである。

　①第七の自由許与（三国間輸送）と従来禁止されてきたカボタージュ（国内営業）の開放

　②外資制限の撤廃：資本移動の自由化（航空企業の国籍に代わるEU航空企業概念）

　③EUが対外交渉単位となる：水平的・包括的航空協定の締結で自由化適用範囲が拡大

３．日本の航空自由化の後れ（国際空港整備政策の失敗）

　こうした先進国における航空自由化の動きに背を向けてきたのが，日本であった。その要因

として，国際空港整備政策の失敗を挙げることができよう。すなわち，航空自由化に先行する

外国からの乗り入れ拡大要求に対して，首都圏の国際空港容量不足で応えられなかった。他方，

関西国際空港を多額の借入金によって民間企業形態で建設し経営にあたらせたことから，着陸

料をはじめとする空港使用料が世界最高水準になってしまった。同時に，円高と経済成長によ

る所得の上昇でインプットコストが国際的に高騰したことも重なって，わが国航空企業の国際

競争力が劣っていたことを指摘できよう。わが国は自国航空企業を競争から庇護した上，国際

競争力に優れた米国企業が稀少な成田発着枠を占有していたことに拘泥して，規制緩和に躊躇

したのである。
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　とはいえ，遅ればせながらわが国でも規制緩和は徐々に進められた。就航企業の複数社化（ダ

ブル・トリプル・トラック化）や，国内航空運賃の幅運賃制の導入等が漸進的に行われてきた

が，以下のように，世界的にみたその後れは否定しようもなかった。

　① 改正航空法の施行：供給過剰になることを防ぐ目的で事業の規模や範囲を調整する需給調

整規制の廃止は2000年を待たねばならなかった。

　②米国とのオープンスカイ協定締結：2009年に締結されたが，それは世界で95番目であった。

　③ こうした規制緩和・自由化の後れによって，日本飛ばしがもたらされた。現に，「第六の

自由」としてかつて米国政府から批判された成田のトランジット比率は，30％（1984年度）

から20％（2010年度）に低下したのである（『成田空港ハンドブック』［2012］より算出）。

　④ わが国航空企業の国際競争力は低下する一方で，2010年の日本航空の経営破綻を招いてし

まった。

　実際，2010年の世界の航空企業の単位コスト（旅客キロ当たり営業費用：米セント）を比較

すると，ルフトハンザ（28.4），全日空（27.8），日本航空（22.4），ユナイテッド（19.6），大韓

航空（15.0），スカイマーク（12.4），ブリティッシュ・エアウェイズ（12.2），シンガポール航

空（10.4），サウスウエスト航空（8.9），エアアジア（3.9）となっている（『航空統計要覧』［2011］

より算出。ただし，営業費用には貨物輸送その他の費用が含まれているので，厳密な旅客キロ

単位費用ではない）。

　前述の通り，自由化が進展する過程で航空企業の経営手法が大きく変化し，政府規制が残る

国の企業は非効率が生じ，企業経営に影響するだけでなく消費者の利益にもならないことが明

らかになったわけである。

（３）航空規制緩和（自由化）の教訓

　それでは，世界的潮流となった航空規制緩和から教訓として何を学ぶことができようか。

１．航空企業の生き残りは弱肉強食ではなく優勝劣敗の結果

　LCCの隆盛がこれを証明している。国内旅客数世界一は旧州内企業であるサウスウエストで

あり，国際旅客数世界一は小国アイルランドのライアンエアである。これに対し，サベナ航空

（ベルギー）・スイス航空といったかつてのナショナルフラッグキャリアの倒産や合併（KLM

オランダ航空とエールフランス等）が相次いだ。

２．政策の戦略的視点

　それでは，そもそも米国はなぜ世界に先駆けて，それも航空産業の規制撤廃を実行に移した

のであろうか。その要因として，以下の諸点を考えることができる（髙橋・横見［2011］第３

章）。

　①経済のグローバル化と産業構造の転換（サービス化）への適合

　航空規制撤廃が行われた1970年代後半，米国は貿易赤字が拡大し，国内産業の空洞化が進ん
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でいた。一方で，サービス収支は大幅な黒字を計上していたことから，産業構造の転換を前提

に国際貿易の自由化の重点を財からサービスに移行させ，そのためにサービス分野における米

国企業のシェア拡大が要請されたのである。

　②競争を通じた競争力強化

　しかしながら，サービス産業の典型である航空輸送産業は，国際競争力を低下させており，

その原因を長年にわたる過度の規制に求めた政府は，市場における競争によって競争力を回復

しようとしたのである。政府の保護や補助金に頼らなかったのは，競争からの庇護はかえって

競争力の低下をもたらすことが懸念されたからである。

　③オープンスカイ協定を競争法適用除外（ATI：Anti-Trust Immunity）の条件とする

　こうした戦略的視点は，政策転換の時点だけでなく今も垣間見ることができる。それは，国

際航空自由化が進展する中で，世界を取り巻くグローバル・ネットワークの構築に活用されて

いるアライアンス（航空連合）に対する反トラスト法適用除外の条件として，米国とのオープ

ンスカイ協定の締結を必要としていることである。外資制限（運輸権の許与が指定航空企業に

限定されるため，登録国の国民による実質的所有と実効的支配が求められる）により外国企業

の買収・合併が不可能な国際航空業界では，アライアンスはそれに代わる緩やかな合併である

が，国際市場での競争は従来の個人戦からチーム戦へと転換していることに対応して，これを

あくまでも自由化の受け入れと交換に認めているわけである。

３．生産者（供給側の論理）から消費者重視へ

　しかし，競争の低下をもたらしかねない反トラスト法適用除外を認めているのは，実は消費

者の利益となるからであり，消費者の視点は規制緩和転換期に意識されたことでもあった。元

来市場の失敗によって規制が行われたのだが，政府の失敗によって規制が消費者の利益に適っ

ていないことが明らかになったからである。それは，専門知識や情報の非対称によって規制機

関が業界に取り込まれ，規制を行っても骨抜きにされたり，天下りを餌に業界の利益誘導を招

くという「規制の虜」になってしまうからである。結果的に規制下では，顔のみえない消費者

に比べて直接対応可能な被規制企業の利益が優先されたわけである。

　規制緩和当時は，不況下でインフレが進行するスタグフレーションに見舞われ，納税者意識

が強くなるとともに相次ぐ運賃値上げに対する消費者の非難の声を無視することができなくな

っていた。アライアンスのATIについても，ダイヤ利便性改善や，自社便乗り継ぎとなること

で割引運賃が適用されるといった消費者の利益が強調されるのは，こうした政策理念が反映し

ているともいえよう。

２　空港をめぐる環境変化─空港間競争の勃発─

（１）空港整備・経営の３類型

　航空輸送に必要な基礎構造である空港については，航空企業は所有も管理もしていないが，
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航空輸送市場の環境変化に応じて，大きく変貌を遂げた。現在，世界の空港整備・運営手法に

ついては，以下の３つの類型に分けることができよう。

　①国主導型戦略的整備（アジア）

　経済のグローバル化が進行する中で，国際空港の容量不足が国の経済成長の制約とならない

よう，現在の航空需要規模だけでは合理化できない大規模国際空港を国の戦略的基礎構造とし

て整備するものである。台北桃園（台湾1979年），チャンギ（シンガポール1981年），ジャカル

タ・スカルノハッタ（インドネシア1985年），チェックラップコック（香港1998年），クアラル

ンプール（マレーシア1998年），上海浦東・広州新白雲（中国1999年・2004年），仁川（韓国

2001年），スワンナプーム（タイ2006年），等である。

　②市場化による経営効率化と競争力強化（欧州）

　1986年に民営化された英国のBAAの成功に倣ったものである。市場化の方法としては，市

場取引による費用回収と独立採算の明確化を指向する「商業化」，従来の国直営ないし公団方

式から企業形態を株式会社化して経営責任の明確化とチェックを徹底する「企業化」，株式売

却により国の関与を解消する「民営化」がある（横見［2011］）。

　③地方政府（市･郡）／ポートオーソリティ（Port Authority：ニューヨーク）が経営（米国）

　資金調達手段としては，収入債（58%），旅客施設使用料（PFC）といった空港税（14%），

連邦政府助成（AIP：定率のチケット税・入国税・航空機燃料税による空港・航路信託基金を

原資とする空港改善プログラム20%），空港運営収入（４％），地方補助金（４％），となって

いる（屋井・橋本［2011］147ページ）。

（２）日本の空港整備：建設から経営へ

　これに対し，日本では，国が計画し資金を提供するという国主導型で空港整備が進められて

きた。その背景としてはまず，戦後GHQによって民間航空が７年間に渡って完全禁止される

というゼロからの出発であったことが挙げられよう。また，国際空港や遠隔地との交通手段確

保の性格の強い地方空港の整備については，あくまでも国の役割で，地方が主体的に関与する

という意識が低かったことがある（引頭［2012］48～49ページ）。

１．空港整備の三本柱

　後発交通機関である航空に必要な空港は，一般会計の中では十分な整備が進まないことから，

以下の三本柱によって整備を進めることとなった。これにより，需要追随型投資ではあったが，

高度経済成長期の驚異的な航空需要の伸びに対応することができたのである。

　①根拠法である空港整備法（1956年制定）

　②整備計画としての空港整備五箇年計画（1967年度以降策定）

　③予算措置のための空港整備特別会計（1970年度創設）

２．制度改革の必要性：内向きの国主導から外向きの国家戦略へ

　ところが今日に至って，空港整備制度改革の必要性が叫ばれるようになった。とりわけ，整
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備費に対する国の補助率が高く計画自体国が策定する制度の下では，地方は金は出さず文句は

言うという図式が定着し，空港運営に関して本来受益者である地方の当事者意識が希薄となる

弊害が顕著となった。加えて，わが国の空港制度が問題視されるようになった背景として，以

下の要因を挙げることができよう。

　①空港の概成

　現在わが国では既に98の空港が存在する。ただ実際には離島空港が36ほどあるし，自衛隊・

米軍との共用空港が７，滑走路800メーター以下の地域航空用空港が３あって，数自体が多い

か少ないかを議論することはあまり意味がない。とはいえ，弟子屈や広島西のように廃止され

たものもあるし，佐渡や礼文のように定期便が廃止される空港がでてきた。ここに及んで，こ

れ以上空港投資が必要なのか疑問視されるようになり，建設よりは経営に重点を置くべきと，

時代認識が変化してきたのである。

　②空港区分と設置・管理主体の矛盾と空港法（2008年空港整備法改正）

　旧空港整備法では，国際路線に必要な第１種空港について，本来国が設置・管理することと

なっていたが，会社管理空港が混在する一方で，地方自治体が管理する第３種空港へ国際定期

便が就航するようになった。そこで2008年に空港整備法が改正されて空港法となり，会社管理・

国管理・地方管理空港の三種に空港が分類されるようになった。またアジア・ゲートウェイ構

想が策定され，アジアの成長を取り込むことを目指して，オープンスカイと首都圏空港の容量

拡大が実施に移されることになった。

　③国の財政危機

　国の財政赤字が危機的状況になる中で，特別会計改革が求められるようになった。特定財源

があることから，経済的合理性が認められるか否かにかかわらず当該社会資本に対する投資が

際限なく続けられてしまうのではないかと懸念されるようになったからである。その財源を時

代の移り変わりによってより必要とされる行政サービスに振り向けることができるような弾力

性に欠けることも，特別会計制度の欠陥とされた。

（３）空港間競争の勃発：地域独占から利用者（エアライン・旅客）に選ばれる立場に

　いずれにせよ，世界的に空港経営のあり方が問われるようになり，空港間競争が勃発するこ

ととなった。つまり空港は，国内空港にせよ国際空港にせよ，規制や航空協定により国によっ

て乗り入れが決められるという従来の地域独占の地位から，利用者であるエアラインや旅客に

選ばれる立場に変化したのである。その背景として，以下にある航空自由化の進展，ハブ・シ

ステムの展開，LCCの成長を挙げることができる。

１．国際航空自由化の進展

　まず，1989年のベルリンの壁崩壊以降，冷戦構造の終結から世界的な移動の自由化が実現し

たこと。

　次いで，1993年ガット・ウルグアイラウンド協定合意によって，市場経済のグローバル化が
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定着したこと。それは2001年に中国がWTO（世界貿易機関）に加盟したことに象徴される。

　そして最後に，国際航空自由化のメリットが明らかになり，世界の共通認識となったことで

ある。わが国はこの世界的潮流を把握できず，徒に航空自由化を遅らせることとなってしまっ

た。例えば，1994年ICAO（国際民間航空機関）第４回世界航空運送会議では，「自由化すべ

きかどうか（whether or not）」ではなく，「どう自由化すべきか（how to）」が議論されたに

もかかわらず，先進国（OECD加盟国）では日本だけが反対したのである。

２．ハブ・システムの展開：ハブ空港はエアラインが選択

　米国の国内航空の経済的規制の撤廃により登場したハブ・システムは，競争的市場環境下で

開発されたものであることから，現行の航空機特性を前提にすると効率的な路線ネットワー

ク・システムと評価できよう。9.11のテロによる航空需要の落ち込みで，到着便と出発便が集

中し費用負担の重くなるバンク方式からピークを平準化させて経営資源（施設・人員）の遊休

化を回避するローリング方式への見直しは行われたものの，このシステムは依然としてネット

ワーク規模を競う伝統的フルサービス企業（FSA：Full Service Airline）とインテグレーター

（貨物専門キャリアとフォワーダーの結合企業）を中心に採用されている。この場合，営業（運

航）の拠点としてどの空港を選択するかは，あくまでもエアラインが決定するものなのである。

そしてハブ空港は，その機能と性格から以下の三種類に分類される。

　① 内々ハブ空港：国内線相互の乗り継ぎ機能を果たす。国内線都市間ペアの効率的増大を目

的とし，運賃自由化によるハブ経由便への割引運賃適用によって直行便からの転移が可能

となった。

　② 内際ハブ空港：国内線と国際線の乗り継ぎにより国際航空需要の集約する，その国の国際

ゲートウェイ機能を果たすもの。

　③ 際々ハブ空港：国際線相互の乗り継ぎ機能を果たすもの。EU成立以降，ヨーロッパのゲ

ートウェイ空港の地位をめぐってロンドン／ヒースロー，パリ／シャルル・ド・ゴール，

フランクフルト／アム・マイン等の間で激烈な競争が展開されてきた。

３．LCCの成長と空港経営の新戦略

　ところが，航空規制緩和以降急成長したLCCは，このハブ・システムを採用していない。特

定空港に営業（運航）の拠点は置いているものの，自社便相互であっても乗り継ぎ輸送を前提

としていないのである。接続待ちにより遅延がネットワーク全体に及び，LCCが目指す機材と

乗員の生産性極大化が実現できないからである。

　そのLCCは，空港経営に以下のような影響を与えている。

　① 空港使用料水準で乗り入れ空港を決定：LCCは徹底したコスト削減で低運賃を実現してい

ることから，空港使用料水準の低いセカンダリー空港へ乗り入れる着陸料弾力的エアライ

ンである。FSAにとっても，経営努力の及ばない空港使用料は低いに越したことはない。

　② 空港ビジネスの新戦略：LCC誘致のために着陸料等を引き下げると空港使用料（エアサイ
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ド）は減収となるが，LCCはノーフリル・サービスによりコスト削減しているため機内の

飲食サービスが基本的に無料ではないので，旅客は空港内で飲食したり持ち込み用の飲食

物を購入することから，空港経営者は商業収入（ターミナル事業）で補うことができる。

またLCCは，従来型の空港施設（搭乗橋や上級クラス用ラウンジ，広大なチェックイン・

カウンター等）を必要とせず，それらを簡略化した低料金の専用ターミナル施設を求める

ので，空港経営者は大胆な投資とそのための経営効率化を求められるようになった。

　③ 立地の不利は克服可能：ライアンエアはフランクフルト市内から140km離れたハーン空港

を使用しているが，低運賃による旅客誘導に成功している。

Ⅱ　空港の地域経済効果

１　空港に対する認識変化

（１）公害の元凶（迷惑施設）から経済成長のエンジンへ

　こうした航空・空港をめぐる経営環境の変化と共に，空港に対する市民の認識も大きく変わ

った。かつては騒音問題から公害の元凶（迷惑施設）でしかなかった空港が，地域経済の牽引

車としての役割が重視されるようになったのである。その背景に，空港周辺環境対策関係予算

が1,029億3,700万円（1982年度）から51億2,400万円（2011年度）に大幅に減少している（『数

字でみる航空』［各年］）ことにみられるように，騒音問題の軽減があった。

　他方で，関西空港の需要減により2011年３月までの３年間で関空島内の従業員が18％減少し

た（『日本経済新聞』2012年６月27日付朝刊）といわれている。このように，空港は地域経済

に大きな影響を与えることから，空港を活用した地域活性化で経済成長を加速させるという考

え方に代わってきたのである。

（２）経済成長と航空需要

　空港における経済活動が周辺地域に大きな経済効果をもたらすことは事実だが，空港がイン

プットとして活用される航空輸送活動が，一般の経済活動の影響を受けることも事実である。

　現に，日本はここ20年間で国内総生産（GDP）が1.7％減少し，少子高齢化が始まる前から

航空需要減となっているのである。国内航空のピークは2006年度，国際航空は2007年度であっ

た。なお，こうした市場縮小は一部で指摘されているような航空業界のぬるま湯的体質（岩村

［2012］）によるものと決め付けられない。新幹線も2007年度がピークで，その後利用客が減少

しているからである。

（３）空港の競争力が都市・国家の競争力を規定

　いずれにせよ，空港における経済活動（航空輸送活動）は，立地する地域・国の経済活動と

密接な関連性があることから，空港の競争力が都市・国家の競争力を規定することになる。現

にアイルランド政府は，国自体の競争力を高めるために，航空企業の競争促進と空港使用料の
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割引をセットで実行したのである（Barrett［2000］p.17）。

　この場合，国際空港の容量が空港周辺都市の経済活動水準に大きく影響することに留意して

おく必要があろう。現に，長らく発着回数が制約されてきた成田国際空港を抱える首都圏では，

海外メディアの駐在員が1999年の285社450人から2007年には199社283人に減少という事態に見

舞われている（『日本経済新聞』2009年６月18日付朝刊）。

　こうした日本経済の相対的低下を反映するかのように，わが国の航空旅客輸送量（国際線と

国内線の合計人キロ）は1998～2002年の世界２位から2008年には７位に後退したのである（『数

字でみる航空』［各年］）。2010年の国際線旅客輸送実績に至っては，日本は12位で，湾岸三国（オ

マーン・バーレーン・アラブ首長国連邦）は世界４位，シンガポール８位，韓国９位となって

いる（丹治［2012］45ページ）。

２　空港の経済効果の分類と計測

　続いて，空港のもたらす経済効果について，それを直接効果，二次効果（間接効果・誘発効

果）に分類して考えてみよう（グラハム［2010］第８章）。

（１）直接効果

　直接効果とは，空港の経済活動自体がもたらす所得上・雇用上・設備投資上・税収上の効果

のことである。例えば成田空港は，2007年に地元自治体に316億円の税収，６万４千人の雇用

をもたらしたという（『日本経済新聞』2009年10月30日付朝刊）。2004年の英国の計測事例を，

表１に引用してある。

表１　英国の空港の直接効果計測例（2004年）

地　域 直接被雇用者数 直接粗付加価値
ノース・ウエスト
ウエスト・ミッドランズ
イースト・イングランド
ロンドン
サウス・イースト

21,800人
 7,200人
20,000人
70,000人
26,800人

1,306百万ポンド
430百万ポンド

1,201百万ポンド
4,260百万ポンド
1,610百万ポンド

（出所）グラハム［2010］254ページ，表8.2。

（２）二次効果

　二次効果は，さらに間接効果と誘発効果に分類される。それぞれは，以下のように定義され

る。

　１． 間接効果：直接効果の生産に生産要素を提供する供給者の経済活動に発生する効果のこ

とである。

　２． 誘発効果：直接及び間接経済活動事業の結果得られた収入によって，食事・住宅・物品

等が購買・消費されることによって生まれる経済効果のことである。

　この二次効果についても，英国の2004年の計測事例を表２に引用している。
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　表１と表２の比較から明らかなことは，空港の経済効果は直接効果の方が二次効果より大き

いということである。雇用者数で1.06倍（ノース・ウエスト）～2.77倍（ウエスト・ミッドラ

ンズ），付加価値額で2.25倍（ノース・ウエスト）～5.89倍（ウェスト・ミッドランズ）となっ

ている。ただ地域によってその数値は様々であり，逆転している事例も他にはあって，一般化・

標準化は容易ではない（グラハム［2010］253ページ）。

表２　英国の空港の二次効果計測例（2004年）

地　域 二次被雇用者数 二次粗付加価値
ノース・ウエスト
ウエスト・ミッドランズ
イースト・イングランド
ロンドン
サウス・イースト

20,500人
 2,600人
13,900人
47,300人
18,100人

580百万ポンド
73百万ポンド
392百万ポンド

1,347百万ポンド
513百万ポンド

（出所）グラハム［2010］254ページ，表8.2。

　また米国ワシントンD.C.圏の２空港の2005年の計測事例を表３に示している。旅客数は当時，

ダレスが2,700万人，レーガン（旧ナショナル）が1,780万人であった（ちなみに2011年度の関

西空港の旅客数は1,380万人，大阪空港は1,291万人）。

表３　米国の空港の経済効果（ワシントンD.C.圏：2005年）

ダレス空港
雇用者数 所得（百万＄） 生産高（百万＄） 州・地方税（百万＄）

直接
間接
誘発
送迎・見学者

19,141
4,077
12,076
194,837

872

1,016
194

3,902

4,626
N.A.
N.A.
7,166

224

N.A.
N.A.
419

計 230,404 5,983 11,792 643

レーガン空港
直接
間接
誘発
送迎・見学者

9,155
930

5,696
122,113

411

479

43

2,446

1,845
N.A.
N.A.
4,491

102

N.A.
N.A.
268

計 137,894 3,379 6,336 370

（出所）グラハム［2010］259ページ，表8.4。

　両空港の棲み分けは，ペリメーター・ルール（路線距離による運航規制）によって1,250マ

イル超の路線がダレス，それ以下がレーガンとされていたが，例外も設けられており，何より

利害関係者の力関係によって変化し続けている。このことから，ペリメーター・ルールに理論

的根拠は強いとはいえず（花岡［2003］79ページ），極めて恣意的で，旅客の利便性にかなっ

たものか（利用者数極大化を実現したか）どうか疑問である。

　また両空港を比較すると，旅客百万人当たり雇用者数はダレス8,533人に対しレーガン7,747

人，旅客当り空港収入がダレス222ドルに対しレーガン190ドルと，いずれもダレスの方が上回
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っている。これは，両空港の国際線旅客数比率の違い（ダレス18％に対しレーガン２％）が大

きく影響しているものと考えられよう。

（３）空港の経済効果の推定

　それでは，今後空港の経済効果を最大限実現するには，何に期待できるであろうか。それは

いうまでもなく，LCCの成長である。LCCは，フェリーやバス等の他の交通機関から旅客を転

移させるだけでなく，新規需要を開発する効果があるからである。現に航空自由化で先行する

世界各地で航空需要が拡大した結果，LCCの座席シェアは世界全体で22％，南アジア46％，

EU36％，北米28％，北東アジア４％，となっており（『エコノミスト』2011年９月13日号，32

ページ），日本における今後のLCCの成長が期待できる。

　ここでの問題は，LCCの成長を促す工夫である。LCCは空港使用料の低いセカンダリー空港

を利用することは既に述べた通りであるが，関西圏の２空港を比較した場合，空港機能の差別

化を図る必要があろう。まず，LCC誘致が可能な容量余力（2010年）については，既に大阪（伊

丹）空港が年間発着容量13.5万回の内12.8万回の利用に対し，関西空港は同23万回の内10.7万

回の利用となっており（『数字でみる航空2012』126ページから算出），関西空港にLCCの成長

の余地があることが明らかである。また同空港は24時間運用なので遅延した場合の対応も可能

である上，座席密度の関係から４時間が限度とされるLCCの運航時間でカバーできる路線の市

場範囲が，首都圏の空港よりも広いのである。同時に，LCCの乗り入れには着陸料をはじめと

する空港使用料の引き下げが必要であり，その原資として大阪空港の活用を考えるべきであり，

そこに両空港統合の意義があるといえよう。

３　空港と地域経済発展

（１）空港と産業立地（都市経済活動）の相互依存関係

　以上では，空港が消費者として地域の生産者に貢献する図式を分析してきたが，ここで改め

て空港と産業立地（都市経済活動）との相互依存関係を考えてみたい。

　というのも，空港は地域振興の「触媒」の機能を果たすといわれているからである（野村

［2012a］）。つまり，空港周辺地域が空港の消費者として発展していくという図式も成立可能で

あるからだ。それは，空港が周辺地域の経済活動を誘発し支える，機能促進効果（または磁力

効果・スピンオフ効果）を有しているからに他ならない。したがって，空港が周辺地域の産業・

企業立地に重要な役割を果たすと同時に，周辺地域の産業・企業立地が当地の空港を始終点と

するターミナル需要の規模を決定することになる。そもそも航空需要は派生需要であり，目的

地の用件を果たすために手段として航空を利用するからである。

　改めて空港経営者は，利用者（旅客）が向かう先は空港ではなく，その先に目的地（貨物の

場合は出発地）があることを理解しなければならない。例えば，高付加価値製品（知識集約産

業では高コストでもフラッグシップと呼ばれる主力商品は国内生産で高品質を維持している）
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や時間価値・技術水準が絶対である貨客（医療産業）は運賃負担力が高く高品質サービスを求

めるため輸送は航空に大きく依存するので，航空需要を発生・誘引する。現に，航空輸送サー

ビスの国際収支の内貨物収支は，航空輸送に適した高付加価値貨物の輸送需要に支えられて一

貫して黒字となっている。

　したがって，航空輸送を必要とする産業立地が空港周辺に集積することで，空港の機能拡大

（ネットワークの拡大）により空港の利便性が高まることで，さらに航空需要を発生させる産

業集積が高まるのである。ここに，空港周辺地域の戦略的開発の必要性があるといえよう。つ

まり，空港との有機的関連性を意識した街づくり・産業誘致が求められるわけで，神戸医療産

業都市地区はその好例といえる。

　しかしそれは，関西イノベーション国際戦略総合特区を構成する一つに過ぎない。関西には

こうした産業基盤の拠点が概ね１時間のエリアに集結しており，医薬品・医療機器・先端医療

技術（再生医療等）・先制医療（病気の発症前予測で症状が現れる前に治療）・バッテリー（リ

チウムイオン電池／太陽電池）・スマートコミュニティの分野が揃っている（平岡［2012］）。

こうした関西の地域資源を活かして，将来航空需要と結びつき，経済成長を牽引することが期

待される。

　また需要が不足しているのであれば，需要を創りだせばよいだけである。小林一三が草創期

の箕面有馬電気軌道の経営を安定化させるために，沿線の土地を買収して駅前に郊外住宅を多

数分譲して都心部に向かう通勤需要を創出させたことを想起すべきである。国際空港の場合，

国際会議の開催等が提案されている（野村［2012b］）。

（２）地域経済発展を促す空港支援策（ポートセールス）

　つまり，空港があるから地域が経済的に繁栄するというだけでなく，地域から空港へ働きか

けて共存共栄の道を探る必要がある。そのためにはいかなる方策が必要で，実際に実践されて

いるか，その分析を以下でしてみよう。

　①地域のマーケティング力

　南紀白浜空港では，便数・ダイヤ・運賃設定を航空企業に地元提案することで旅客数を増加

させ，増便を実現した。ひとたび空港が開港すると，その後の旅客誘致は航空企業任せにする

ことが多いが，決して他人任せにせず地元の空港であるとの当事者意識をもって航空企業と手

を携えて需要拡大・新規需要の発掘を怠らないことが肝要である。

　また北九州空港は，同一県の福岡空港に国際線が就航しているにもかかわらず，地域全体の

取り組みで国際線の就航を実現した（中条他［2009］12ページ）。

　②搭乗率保証制度

　これは，収入保証という形でのリスクとリターンを分担するという仕組みである（日原［2011］

参照）。わが国では能登空港で始められたが，英国にも路線開発補助制度（RDF：Route 

Development Fund）と呼ばれる制度がある。



空港周辺地域の経済活性化策（髙橋） 97

　③非空港系活動の取り込み

　航空需要の乏しい地域では，空港経営を安定化させまた将来的に航空需要に結びつけようと

する必死の取り組みも試みられている。例えば能登空港では，病院・保育園・行政施設・学校

といった航空輸送とは直接的には無関係の日常活動を空港内（ターミナルビル）及び周辺に取

り込むことで，空港ににぎわいを創出すると共に，商業系収入（非航空系収入）を拡大し，将

来的に航空需要に結びつけることが期待されている（谷本［2012］参照）。現にフランクフル

ト空港は，年間３万人が利用する世界最大の空港クリニックがある。

Ⅲ　空港における経済循環図式

　以上から，空港を単なる独立した交通施設としてみるのではなく，空港内外の様々な経済活

動との関連の中で，地域社会・利用エアラインとの間の循環図式を構成する一部と捉えられる

ことが明らかになった。それは，以下の通りである。

１　空港経営の新地平─航空系活動と非航空系活動の補完性─

　まず着陸料を戦略的に低減することにより，LCCをはじめとした価格弾力的企業の増便・新

路線開設を促し，空港利用者の増加を実現する。それにより空港内の商業収入の増加が期待で

き，そうした増収分を空港使用料の一層の引き下げのための原資とするという循環図式である。

　この場合の戦略的プライシングとは，費用準拠ではなく，顧客指向の価格設定ということで

ある。つまり，空港会社の経営目標及び価格弾力的なターゲットを見極めた上で，総収入の極

大化あるいは総旅客数の極大化といった複数の目標・ターゲット間の優先順位を設定した上で，

それぞれの目標・ターゲットにとっての最適手段となる価格構造・水準を選択することである。

具体的には，関西空港の国内線増便を目指した着陸料の数量割引，あるいはオフピーク割引，

関西空港の国内線を一定便数以上設定する企業に対する伊丹空港の割引等である（ただし，国

際線の割引はシカゴ条約違反の可能性があるので注意しなければならない）。

　またLCC客は決してけちな客ではなく，航空料金で節約した予算を買い物に使う計画をもっ

ていることが多いことから商業系収入の一層の増収が期待される。他方で，LCCのノーフリル

サービスに適合した飲食サービスの提供，さらには中国人客については従来の富裕層とは異な

り中間層が増えることから，100円均一の店舗やドラッグストアの出店による増収が考えられ

る。こうした低価格商品を扱う店舗は，帰国時に両替できないコインで買い物でき，入国時に

両替した予算を使い切るというメリットも生じる。キャンディの量り売り等，10円単位で販売

する商品の品揃えも考えるべきである。

　また関税法の改正による帰国時購買が考えられる。諸外国では入国と出国の動線が同じであ

ることが多く，入国時にも免税店での買い物が可能だが，日本では関税法によって入国客には
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保税品・免税品の販売が禁止されている。免税売店は関税法上の「保税地域」の「保税倉庫」

にあたり，海外からの商品は課税されず保税の状態で蔵置されており，出国者がこうした保税

品や免税品を携行し出国することで，関税法上の「積み戻し」や「輸出扱い」になるからであ

る。しかし，9.11のテロ以降液体携行品のセキュリティチェックが厳しくなり，また経由便で

帰国する旅客が増えていることから，帰国時に免税品を購入したいと希望する需要はかなりの

規模に達するのではないか。諸外国を回った後で，結局関西空港が一番安かったあるいは欲し

かった品が外国にはなかったが関空にはあったことに気付くことも多い。国土交通省が2013年

度税制改正で要望するとの方針が講演当日の夕刊で報道されたことは同慶の至りである（『日

本経済新聞』2012年８月31日付夕刊）。

２　ポートオーソリティの自動収益増大装置─複数空港経営への示唆─

　経営統合による内部補助を活用して，費用負担を公平化し各ターミナルの最適利用配分を図

ると共に，需要の増大する新規部門に投資し，その増分収益をさらに投資に向けて事業分野と

収益を拡大する。これは，ニューヨークの複数港湾ターミナルの混雑問題を発端に創設された

ポートオーソリティが道路・空港の経営に乗り出し，交通基礎構造のみならず都市経営の安定

と発展に貢献している先行事例であって，複数空港を統合した会社の経営安定化策に参考にな

ろう（髙橋［2009］）。

３　空港周辺地域の経済循環

　わが国では航空利用客が低迷する中，空港周辺地域を面として捉え，その特徴をテーマにし

た広場を形成し，交通結節点としての機能を利用して地域の生産・消費を結び付け，地域住民・

航空利用者双方に魅力的な場を実現することが検討されている（峯口［2011］）。

　この場合，地域資源（農林水産物・自然景観・文化施設・歴史遺産・人材・技術・ノウハウ）

を活用した空港における販売と地域住民・航空利用者の消費を促進することが求められる。い

わゆる「地産地消」により，空港と周辺地域との密着・連関性強化を図る必要がある。それに

より空港が周辺地域に与える経済効果を高めるだけでなく，地域の空港としての一体感・地元

意識が地域周辺の住民に根付くことが期待される。

　ただ残念ながら，これまでわが国の空港周辺地域の市民がこうした認識を共有することは少

なかったように思われる。伊丹や成田の例を挙げるまでもなく，空港は迷惑施設でしかなく，

また遠距離輸送や国際輸送を担うといった日常性が希薄な機能も災いした。しかし航空輸送も

海外旅行も身近な存在となった今日，空港が地域経済にどれだけの便益をもたらしてくれるか

期待するだけでなく，空港の発展に地域がいかなる貢献ができるかを真剣に検討すべき時期に

きていることを認識する必要がある。
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Ⅳ　おわりに

１　エアトロポリス（aetropolis：空港と都市経済活動の融合）─諸外国の事例─

　それでは実際に，空港を核としてその経済効果を最大限引き出すために，どのような都市計

画・街づくりが行われているのであろうか。ここでは，エアトロポリスという概念に沿って諸

外国の事例をいくつか紹介したい（髙橋［2011］）。

（１） ドバイ：伝統的なエアポート・ビジネスの境界を越えたビジネス・パークやレジャー施

設を開発・多角化して都市の経済活動と空港を融合したワールド・セントラル・コンプ

レックスを整備。空港内ではエアラインとのコラボで乗り継ぎ客を飽きさせない工夫が

常にされている。

（２） オーストラリア：アウトレットの開発等，航空輸送とあまり関係のないものにまで拡張

している。

（３）オランダ：空港に加え空港周辺の不動産に投資・管理する不動産部門を有する。

（４） イギリス：商業収入の枠を超え，非空港系収入，具体的には不動産やショッピングセン

ター，他のインフラ事業等に経営を多角化している。

　これらに共通の特徴は，空港経営を安定化させるために徹底した事業の多角化を行い商業収

入の範囲をさらに拡大していることである（野村［2011］）。それは，空港に出かける用事を作

為的に創り出すことを意図しているだけでなく，なりふり構わぬ増収努力であり，ニューヨー

クのポートオーソリティにもみられる行動である。金の卵が永久の存在ではないことは，規制

緩和・自由化の進展で競争が激化している航空・空港市場では常識となっているからである。

２　今後の課題─統合会社の経営と空港周辺地域の活性化策─

（１）統合会社の経営戦略

　①経営資源の配分の妙─消費者視点に依拠した戦略策定─

　今後の課題としてまず取り上げるべきことは，統合された空港会社の経営戦略のあり方であ

る。経営戦略とはいうまでもなく，将来のあるべき姿とそれに至る具体的シナリオのことであ

る。いまさら新鮮味のないビジネスモデルであるハブ空港をめぐってレッドオーシャン（Red 

Ocean：血を血で洗う競争の激しい既存領域）に飛び込むのか，LCCの拠点という今後の成長

が期待でき現段階では差別化が可能なブルーオーシャン（Blue Ocean：未開の大市場）を自

ら開拓するのか，という選択である。

　前者の場合，際々ハブ空港（アジアのゲートウェイ空港）を目指すのであれば，仁川・上海

浦東といった絶対的費用格差のある外国の空港が競争相手となるし，内際ハブ空港（日本のゲ

ートウェイ空港）を目指すのであれば，国内乗り入れ地点が圧倒的な羽田空港と国際線ネット
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ワークの充実した成田空港が競争相手となる。

　それに対し後者の場合，前述の通り，LCCの運航に適した24時間運用とアジアに近くLCC適

格距離の路線が多いという立地上の優位性があることに加えて，現段階で首都圏に比べてLCC

の乗り入れが多く，また価格弾力的な後背市場を抱えているという優位性が認められる。ハブ・

システム自体は，現在の航空機の技術特性を前提にすると効率的なネットワーク拡大策ではあ

るが，その間隙を突いてLCCが乗り継ぎのない二地点間直行便システムで消費者に支持され現

在も成長を遂げていることを忘れてはならない。

　ここで留意すべきは，限られた経営資源をどの事業分野にどれだけ配分するかということで

あり，それが経営戦略の成否を握るといっても過言ではない。巷間いわれるところの，両空港

の棲み分けということだが，それは消費者指向で市場の動向に従ったものでなければならない。

2005年から導入された伊丹空港に長距離便を規制するペリメーター・ルールは，結局関西全体

の航空需要を減退させて失敗であったからである（髙橋［2012a］）。これは両空港の後背需要

圏は重複しないことを意味しており，両空港は補完関係にあることから，両空港統合は競争低

下やそれに伴う厚生水準の低下をもたらすものではない。むしろ伊丹空港に課されている運用

制限（路線距離・ジェット枠・運用時間・発着枠総数）の緩和で航空需要が伸びることが期待

され，それによる増収分が関西空港の使用料低減の原資として活用することが期待される。

　国際線については，今後アジアから太平洋を越える需要の成長で期待されるものの現状では

中部ほどにも集客できていない際々乗り継ぎ機能（成田309.6万人・中部14.9万人・関西12.8万

人『平成21年度国際航空旅客動態調査』）の向上を図るためにも，関西空港に集約することが

望ましい。

　ただし，中国・韓国・台湾でそれぞれ都心部に近い旧空港が存続しており，国内線中心のた

めたとえ日本と結ばれても乗り継ぎで第三国に需要が流出する懸念が低いのも事実である。こ

れらの国々への出張については国内出張扱いとしている企業も多く，伊丹空港の方がアクセス

時間の短縮効果が大きく日帰り出張が容易となるので，上海虹橋・ソウル金浦・台北松山につ

いてはかつての羽田と同様，定期チャーターを認めた方が消費者利便を向上させ統合空港会社

の収益が増大すると期待される。

　ここで「消費者指向」を強調するのは，以下の三点の根拠がある。まず第一に，カメラの目

（客観的評価）ということである。一般的に会社の社内評価は甘く，機関投資家の評価が正し

いといわれる。誰にとっても自分を100％客観的にみるのは難しいからである。川村隆日立製

作所会長は，公募増資の際に「自分と会社の将来を信用して無保証製品たる株式を買って下さ

い」と，カメラの目をもった人々に言って信用してもらうのが大変だったという（「外から眺め，

眺められ」『日本経済新聞』2012年６月11日付夕刊）。このことからも，果たして伊丹廃港を将

来的に明示して，コンセッションが高く評価・売却されるかどうか疑問の残るところである。

　消費者指向が重要な二点目は，変化する環境への適合である。横浜ベイブリッジは，当時ク
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イーンエリザベスⅡ世号を通過可能にするため56メーターの高さを確保できるよう設計した

が，今では63メーター級の客船が就航していることから，横浜には寄港できなくなっている。

経営戦略を策定した時には最適なプランであっても，その後の消費者・市場環境の変化に適切

に対応するには，その都度戦略を練り直す弾力的プランニングが求められる所以である。

　それは，戦略にも賞味期限があるということに他ならない。羽田に国際定期便が就航する一

方成田に国内LCCが就航するに及んで，いまさら関空が内際ハブ戦略に固執することにどれだ

けの意義があるであろうか。これは，単に内際ハブ機能強化の機を逸したと批判しているわけ

ではない。関空国内線ネットワークの強化には2005年のような政策的路線移管という方法論が

まずかったし，ましてや伊丹の廃港はターミナル需要を他交通機関に転移させるだけであり（関

西圏全体の航空需要の縮小），伊丹を廃止しておけば問題はなかったというものではないので

ある。経営環境が変化している現段階では，方法論のみならず戦略自体を見直すべきではない

かということなのである。

　ただ留意すべきは，前述のように際々ハブの可能性は残されているし，何よりハブ・システ

ムは貨物輸送に最適なものであるということである。そして国内線拠点の羽田にしても国際線

ターミナルと国内線ターミナルは別棟であって乗り継ぎには不便であるし，LCCはそもそも乗

り継ぎ手続き（スルーチェックイン）を行わない。その意味で，同一ターミナル内で内際乗り

継ぎのできる関空が優位性を残しているのは事実で，国内FSA（日本航空と全日空）の関空

国内線ネットワークの充実を実現するには何が問題でそれをどのように克服すべきかを検討す

べきである。優位性に立脚して，競争相手に模倣されない，あるいは模倣されにくい戦略を策

定することが肝要であるものの，空港の競争力自体が乗り入れ航空企業の競争力と相互関係に

あり（髙橋［2012b］），その意味でも空港使用料の課題を克服する必要がある。

　そして最後に，供給側の論理よりも消費者の視点を重視しなければならないことである。こ

れは東京電力の失敗が格好の例となる。価格は電力料金のように公正報酬を予め加えた総括原

価によって決まるのではなく，あくまでも消費者の評価によって市場で決められ，それに利潤

が確保できるよう原価を適合させるものである。自らの費用で価格が決められる慣習が続くと，

次第に市場における消費者の声が経営に反映されなくなり，「値上げは我々の権利である」と

いう暴言につながってしまった。空港の棲み分けは，あくまでも消費者の選択に委ねるべきで

ある。

　②プロアクティブ（将来予見的）な視点

　限られた経営資源の選択と集中に続く経営戦略の二つ目の核心は，現在だけではなく将来を

見据えたプロアクティブな視点である。統合された空港を擁する関西地域全体の将来にとって，

一方の空港を廃止して空港容量を減らすことが将来の成長に利するだろうか。現在の容量の余

裕は，関西圏に成長の余地があることの証左でありこれをLCCの誘致をはじめとして有効に活

用する方策を検討しなければならない。
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　リニアが全通すると伊丹空港の利用価値はなくなると主張されるが，同空港における東京便

の発着枠シェアは２割程度にしかすぎない。リニア全通で東京便が全廃されるとは限らないし，

他地域との路線が増便される可能性も考えておく必要がある。何より2005年の規制で明らかな

ように，伊丹廃止分の需要がそのまま関空に転移するとは限らない。たとえ伊丹廃止による路

線移管を引き受けてもそれだけで関空は増便の余裕がなくなり，LCC誘致どころではなくなる。

それでは24時間運用でLCCの運航拠点に適するという成田に比較した関空の優位性を自ら失い

かねない。いずれにせよ，少子高齢化が進むと社会資本の修繕と更新に追われ，新規の空港整

備が不可能なことを改めて指摘しておきたい。神戸も既に容量一杯まで利用されている。

　③全体利益

　経営戦略の三つ目の核心は，部分利益ごとの極大化が合成の誤謬をもたらす危険性があるこ

とから，全体利益の極大化を明確な目標として位置付けることである。2005年の伊丹空港規制

（長距離便の運用制限）によって，図らずも関西空港とは後背圏が重複せず，したがって両空

港は代替関係（競合関係）にはないことが明らかになった。だからこそ両空港統合の意義があ

るわけだが，あくまでも関西空港の内際乗り継ぎ機能を重視して伊丹から路線を政策的に移管

するのであれば，それによる伊丹空港のターミナル需要減収分と関西空港乗り継ぎ需要増収分

とを比較考量をする必要がある。

　実は，関西空港に限らずわが国の国内線と国際線の乗り継ぎ需要規模に限界がある。内際乗

り継ぎの潜在需要と考えられる日本出国後外国空港を経由して最終目的地へ向かう地方発の国

際航空旅客（仁川等の外国空港をいわゆるハブ空港として利用する旅客）は年間15万人程度に

過ぎず，また成田・関空・中部の各空港で国内線をアクセス手段とする旅客もそれぞれ年間

74.2万人・14.8万人・2.8万人に留まるからである（『平成21年度国際航空旅客動態調査』）。

　こうした事実からも，関空国内線についてはまずはターミナル需要の創出が何より必要であ

り，需要創出に空港周辺地域経済開発と一体となった取り組みが必要であることは，前述の通

りである。そしてLCC乗り入れによる今後の需要拡大を考えれば，一方の空港を廃止して他方

の空港の発着枠を埋めるよりは，全体容量の確保が将来の成長の前提条件となることを改めて

指摘しておきたい。

（２）地域と空港のパートナーシップの構築・推進

　統合会社の経営戦略に続く今後の課題の二つ目は，地域と空港のパートナーシップの構築・

推進である。地域が活性化すれば他地域との流動が増大することで空港・航空の活動も増大す

るし，それによりまた地域もさらに活性化するからである（峯口［2011］）。そのためには，地

域にとって真に役立つ空港運営を目指して地域が主体的に取り組み必要があり，その際，以下

の視点が重要になってくる。

　①航空利用者と周辺地域との接点（広場）としての空港

　航空利用者が地域物産を消費し，地域住民がそれを供給するだけでなく同じように空港内施
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設で消費することで，従来接点のなかった両者間で空港を接点とした交流を創出する。これは

前述の空港周辺地域の経済循環における空港の役割を強調したものである（峯口［2011］）。

　②地域社会の基礎構造としての空港の認識

　地域社会が空港を日常的に訪問し使用する機能を備える。例えば保育園は，空港従業員家族

に入園者が限定されるものではないし，その通園に既存の空港アクセス用市バスを活用するこ

とでその利用率・採算性を向上させることが可能となる。同様に，空港内病院や文化センター・

各種学校等の施設の設置と地域住民への開放が考えられる。

（３）忘れてはならない連携先

　①航空会社との連携

　空港とのコラボによる空港内イベントの開催について，国際線相互の乗り継ぎによって急成

長する湾岸三国がエミレーツ航空との協賛で，乗り継ぎ客を飽きさせないイベントを通年的に

行っていることに見習うべきであろう。また，従来競合関係にあった交通機関とのコラボによ

る新規需要開拓の取り組みとして，JR東日本と日本航空による東北訪問台湾客誘致が挙げら

れる。

　②他地域との連携

　他地域との人的・商的・文化的結びつきが交通流動量を規定することから，客集めをエアラ

イン・空港会社任せにしてはならない。国際線の場合は特に，外国都市との連携が求められる。

（４）官（公）民の協力体制

　インテグレーター世界最大手のフェデラルエクスプレスの東アジア・ハブ誘致をめぐる仁川

との争奪戦で関空が勝利したのは，官民の協力が効を奏したからだとされている。このように，

官（公）と民がそれぞれの持ち味を発揮して相互補完することで単独では不可能なことも可能

となる。

　空港周辺地域経済開発の場合，官の役割としては，空港を核とした街づくり計画と環境整備

（規制緩和･インフラ整備･利害調整），空港との共生が挙げられよう。これに対し民の得意なこ

とは，利潤動機を活用して，消費者動向を的確に把握しそれを効率的に実現するビジネスモデ

ルを構築することである。

（５）空港周辺遊休土地の活用

　伊丹空港周辺には，空港内に10ヘクタールまた空港外には85ヘクタールの遊休土地があると

いわれており，新たな事業の可能性が期待される。ターミナルビルについては，人・モノ・情

報が交流する広域交流機能を果たす中核的施設が考えられるし，空港外の周辺地域は航空利用

の有無にかかわらず空港及び周辺に人・モノ・情報が集まることを目指した，従来の航空関連

産業限定的な臨空産業団地の概念にとらわれない，新しい産業立地が期待される。官民が手を

携えて地域開発に取り組んでもらいたい。
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　改めて，統合された関西と大阪（伊丹）の両空港の将来を考える時，ケネディ元米国大統領

のカナダ国会における演説（1961年５月17日）に思いを致さずにはいられない。世界で最も安

定した隣国関係といわれる米国とカナダではあるが，彼は妻を同伴した初めての外遊先に隣国

カナダを選んだことにみられるように，カナダが米国にとっていかに重要な相手国であるかと

いうことがわかる。その演説に，次のようなくだりがある：

　　　　「地理的な条件で我々は隣人になり（Geography has made us neighbors），

　　　　　歴史によって友人になった（History has made us friends）。

　　　　　経済的条件で我々はパートナーになり（Economics has made us partners），

　　　　　必要性によって同盟国になった（And necessity has made us allies）。」

　両空港の関係になぞらえると，「地理的な条件で隣人になり，必要性により同盟国（経営統合）

になった」という部分は同じである。ただ残念ながら歴史的経緯は複雑で，この演説で言及さ

れたように友人関係にはなれず誹謗・中傷が飛び交ったし，経済的には路線の奪い合いという

敵対関係にあった。しかし先の引用部分ほど有名でないにしろ，ケネディは聖書をテキストに

しながらも慎重に言葉を入れ替えて†，次のように続けている：

　　　　「 自然が合せられたものを，人は離してはならない（Those whom nature hath so 

joined together, let no man put asunder）」

　関西空港と大阪空港が統合に至るまでに残念な経過を辿ったことは事実だが，自然（神）で

はなく英知と勇断によって合せられたわけだから，だからこそ過去の歴史と経済的条件によっ

て生じた軋轢を乗り越えてより大きな実りを実現しなければならないし，それは可能であると

考える。

　そしてその実りは確かに関西の地域全体に発生するものの，空港の経済効果を極大化し現実

のものにするためには，空港会社だけが尽力するのではなく，地域が一体となって協力するこ

とが必要である。またその便益は現代世代にとどまらず次世代にも生じることから，両空港を

次世代に受け継いでいくことが，我々に課せられた課題であり，使命と心得るべきである。空

港をはじめとする社会資本は，政争の具に使われるべきではなく，また政局に惑わされず，世

†『新約聖書』マタイによる福音書第19章６節の原文は，“What God has joined together, let not man 
separate”。ケネディが聖書を直接引用しなかったのは，初のカトリック大統領であったことから，アメリ
カの国益とヴァティカンとが対立すればどちらを選ぶのかと迫るまでの執拗な追及にさらされていたため，

「神」を封印して公教育の場からキリスト教シンボルを撤廃したから（竹下節子［2012］『キリスト教の真
実─西洋近代をもたらした宗教思想』ちくま新書，131～132ページ）との解釈が可能である。
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代を越えて有効に活用すべきではなかろうか。
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